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発達障害のある児童生徒等に対する支援事業 

（発達障害のある幼児児童生徒に対する就学前からの切れ目のない支援体制構築事業） 

公募要領 

 

１ 事業名 

  発達障害のある幼児児童生徒に対する就学前からの切れ目のない支援体制構築事業 

 

２ 事業の趣旨 

 文部科学省（以下「当省」という。）が令和４年に実施した「通常の学級に在籍する特

別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」の結果によると、「学習面又は行動

面で著しい困難を示す」とされた児童生徒数の割合が公立の小・中学校では推定値８．８

パーセントであり、発達障害を含む特別な教育的支援を必要とする児童生徒数が今後更

に増加することが見込まれる。 

発達障害等の早期発見・早期支援においては、教育・福祉等による連携が必要不可欠と
なるところ、各自治体おける５歳児健康診査（以下「５歳児健診」という。）の実施が進
む中、従来見過ごされてきた発達障害の特性のある幼児等を把握するケースの急増も予
想されるため、発達障害児等への支援のより一層の充実を図るにあたっては、就学前か
らの切れ目ない支援が重要となる。また、発達障害児への適切な支援を推進する上では、
各ライフステージに応じて必要な支援を行うことが必要不可欠である。特に、学習障害
については、就学後に学習上の困難が顕在化することが多いため、就学後の早期発見及
び早期の教育的支援の開始が重要となる。 
 このような事情を踏まえ、本事業においては、５歳児健診の結果を有効活用する等し

て、発達障害のある幼児児童生徒等に対する就学前からの早期発見・早期支援、円滑な就

学や就学後の適切な支援、不登校の未然防止等、切れ目のない支援体制を構築する。 

 

３ 公募する事業の名称及び概要 

  本事業における次の⑴及び⑵の各事業について、それぞれ公募を実施する。 

⑴ ア 名称 

「幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業」 

   イ 概要 

発達障害の特性のある幼児等に対する幼稚園等における適切な支援、小学校等

への円滑な引継ぎ及び幼稚園教員等の専門性向上について実践研究を行い、幼稚

園等における特別支援教育体制のモデルを構築する（詳細は、別添１のとおり）。 

⑵ ア 名称 

「学習障害のある児童生徒等に対するＩＣＴを活用した効果的な支援に関する実践研究」 

  イ 概要 

学習障害のある児童生徒等への就学後の早期発見・早期支援の充実のため、１

人１台端末を含むＩＣＴ機器を活用した効果的な支援に関する実践研究を実施す

る（詳細は、別添２のとおり）。 
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４ 契約期間 

  委託契約締結日から当該年度の３月末日まで（※１） 

 

 （※１） 原則として当該年度の３月３１日までとするが、同３１日が土曜日、日曜日

及び祝日に当たる場合は、例外として、同３１日より前の最も近い平日を３月

末日とする。 

 

５ 公募対象、事業規模、採択件数及び事業期間（予定） 

⑴ 幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業 

 ア 公募対象 

  都道府県教育委員会（※２）、指定都市教育委員会、市区町村教育委員会 
 イ 事業規模（受託団体１件当たりの標準額） 

   １９０万円を上限とする（※３）。 

 ウ 採択件数 

   ７箇所（予定）（※４） 

 エ 事業期間 

   令和７年度から令和９年度まで（３カ年事業（予定））（※５） 

 

⑵ 学習障害のある児童生徒等に対するＩＣＴを活用した効果的な支援に関する実践研究  

 ア 公募対象 

 都道府県教育委員会（※２）、指定都市教育委員会、市区町村教育委員会 

 イ 事業規模（受託団体１件当たりの標準額） 

   ３７０万円を上限とする（※３）。 

 ウ 採択件数 

   ５箇所（予定）（※４） 

 エ 事業期間（予定） 

令和７年度から令和９年度まで（３カ年事業（予定））（※５） 

 

 （※２） 都道府県教育委員会は、域内の市区町村教育委員会に対し、本事業の一部を

再委託することができる（再々委託は不可）。 

 （※３） 予算状況等によっては、各年度における標準額に変動が生ずる可能性あり。 

 （※４） 最終的な採択件数については、審査評価委員会が決定する。 

 （※５） 毎年度、事業実績や予算状況等を勘案し、翌年度以降の事業実施計画書を基

に事業審査を行った上で、当省が事業継続を適当と判断した場合、同一の事業

委託先との間で委託契約を更新する（契約締結は毎年度実施する）。 
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６ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

⑴ 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

 なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意

を得ている者は、同条中、「特別の理由がある場合」に該当する。 

⑵ 当省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

７ 企画提案書（事業実施計画書）の提出方法等 

⑴ 提出様式 

ア 企画提案書については、上記３記載の各事業内容に応じ、それぞれ次の様式（「事

業実施計画書」）を用いて作成することとする。 

（ア）幼 稚 園 等 に お け る 特 別 支 援 教 育 体 制 モ デ ル 構 築 事 業 ：「別添１別紙」 

（イ）学習障害のある児童生徒等に対するＩＣＴを活用した効果的な支援に関する実践研究：「別添２別紙」 

 イ 前項の事業実施計画書には、受託を希望する事業における取組全体の概要図（パ

ワーポイント（ＰＰＴ）形式（横）１枚）も添付すること。 

 ウ 事業実施計画書及び取組全体の概要図は、正確を期すため、いずれもパソコン等

の判読しやすいもので作成すること。 

 

⑵ 提出方法 

  企画提案書（事業実施計画書）等は、以下のとおり電子メールで提出すること。 

なお、当省への直接持参及びＦＡＸによる提出は不可とする。 

ア 事業実施計画書についてはＷｏｒｄ形式、取組全体の概要図についてはＰＰＴ形

式で、それぞれ電子メールに添付の上、送信すること（ＰＤＦ形式は不可）。 

ただし、各経費項目に係る根拠資料（諸謝金単価表、旅費支給規定等）等の参考資

料については、ＰＤＦ形式での送信も可とする。 

イ 提出時におけるメールの件名は、上記３記載の各事業内容に応じ、それぞれ次のと

おりとする。 

（ア）幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業 

「【組織名】（幼稚園等事業）事業実施計画書等」 

（例） 【●●県教育委員会】（幼稚園等事業）事業実施計画書等 

（イ）学習障害のある児童生徒等に対するＩＣＴを活用した効果的な支援に関する実践研究 

「【組織名】（学習障害事業）事業実施計画書等」 

（例） 【●●県教育委員会】（学習障害事業）事業実施計画書等 

ウ 添付ファイルを含め、メールの容量が許容範囲を超える場合は、メールを分割した

上で、件名に通し番号を付して送信すること。 

エ 企画提案書（事業実施計画書）等を提出した各団体等については、同提案書等を受

信した旨のメールを当省から送信する。 

このメールが届かない場合は、令和７年７月１６日（水）１２：００までに、電話

で当省へ連絡をすること。 

オ メール送信上の事故（未達等）について、当省は一切責任を負わない。 



 4 / 6 
 

⑶ 提出資料 

 ア 事業実施計画書（Ｗｏｒｄ形式） 

 イ 取組全体の概要図（ＰＰＴ形式） 

 ウ その他参考資料（各経費項目に係る根拠資料等） 

 

⑷ 提 出 先 

ア 電子メール 

hattatsu@mext.go.jp 

イ 担当部署名 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課支援総括係 

ウ 電 話 番 号 

０３－５２５３－４１１１（内線３１９９） 

 

⑸ 提出期限 

令和７年７月１６日（水）１２：００（必着）（※６） 

  

 （※６） 

  ア 全ての提出書類について、この期限までに提出すること。 

  イ 電子メールでデータ送信した書類については、送信時に提出されたものとみなす。 

  ウ 提出期限後における書類の提出及び差替えは、認めない。 

 

⑹ そ の 他 

企画提案書（事業実施計画書）等の作成費用は、選定結果にかかわらず企画提案者の

負担とする。また、提出された同提案書等については、返却しない。 

 

８ 選定方法等 

⑴ 選定方法 

  審査評価委員会による書類選考を実施する。 

また、最終的な採択件数については、審査評価委員会が決定する。 

⑵ 審査基準 

ア 幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業 

   別添１別紙２のとおり 

 イ 学習障害のある児童生徒等に対するＩＣＴを活用した効果的な支援に関する実践研究  

   別添２別紙２のとおり 

⑶ 選定結果の通知 

選定終了後、３０日以内に全ての提案者へ選定結果を通知する。 

 

 

 

mailto:hattatsu@mext.go.jp
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９ スケジュール（予定） 

⑴ 公募締切：令和７年７月１６日（水）１２：００ 

⑵ 審  査：令和７年７月下旬頃 

⑶ 採択通知：令和７年７月末頃 

⑷ 契約締結：令和７年８月下旬頃（※７） 

 

（※７） 契約締結後でなければ事業に着手できないため、企画提案書（事業実施計画

書）等の作成に当たっては、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要

がある旨を十分留意すること。 

     なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知すること。 

 

１０ 契約締結 

  ⑴ 選定の結果、契約予定者との間で提出書類を基に契約条件を調整するものとする。 

 また、契約金額は、予算の範囲内で企画提案書（事業実施計画書）等の内容を勘 

案して決定するため、企画提案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。 

なお、契約条件等が合致しない場合、契約締結（※８）を行わないことがある。 

 

（※８） 国の契約は、契約締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定

することとなるため、契約予定者として選定されたとしても、契約締結後でな

ければ事業に着手できない。 

 したがって、契約締結以前に採択者が要した経費を国が負担することはない

ので、その点を十分留意するとともに、採択後は迅速に契約締結を進めていく

こと。 

 なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知すること。 

 

⑵ 選定の結果、契約予定者となった場合には、契約締結のため、遅滞なく以下の書類

（「契約締結に当たり必要となる書類」（※９））について提出を求めることから、事

前に準備をしておくこと。 

なお、再委託先がある場合は、再委託先にも十分周知しておくこと。 

 

（※９） 契約締結に当たり必要となる書類については、以下のとおり。 

  ア 事業実施計画書 

（審査委員から意見が提示された場合には、その指摘事項を反映させた

事業実施計画書の再提出を求める。） 

  イ 委託業務経費（再委託に係るものを含む。）の積算根拠資料 

（謝金単価表、旅費支給規定など） 

  ウ 銀行口座情報 

（採択の連絡と併せて、当省から指定の様式を別途送付する。なお、再委

託先については、提出不要。） 
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１１ その他 

 ⑴ 本事業の再委託を受けた団体等が当該事業の全部又は一部を第三者に更に委託す

ること（再々委託）は認めない。 

 ⑵ 本事業の実施に伴って発生した知的財産権は、当省に帰属するものとする。 

 ⑶ 上記５に記載した採択件数は現時点での予定であり、増減する場合がある。 

 ⑷ 公募期間中の質問・相談等については、当該者のみ有利となるような質問等につ

いては回答できない。質問等に係る重要な情報は、ホームページ上で公開している

本件の公募情報において開示する。 

⑸ 委託事業に係る事項は、委託要項等によるものとし、事業実施に当たっては、契約

書及び企画提案書（事業実施計画書）等を遵守すること。また、「女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律」（平成２７年法律第６４号）に基づく認定等、企画

提案書（事業実施計画書）に記載した事項について、認定の取消し等によって記載し

た内容と異なる状況となった場合には、速やかに当省（発注者）へ届け出ること。 

⑹ 契約締結後でなければ本事業を開始できない旨に留意すること。また、再委託先が

ある場合は、この旨を再委託先にも十分周知を行うこと。 

⑺ 本事業において個人情報を取り扱う場合には、地方公共団体等が定める個人情報

保護条例等に基づき、適正に取り扱うよう体制を整備すること。 

⑻ 本事業を受託した団体等においては、事業実施により得られた成果等について、ホ

ームページへの掲載等を通じて、広く普及・啓発すること。また、その際は、本事業

が当省委託事業による研究成果である旨を記載すること。 

⑼ 本事業を受託した団体等においては、本事業に関する研修会などを開催する場合、

同事業が当省委託事業の一環である旨を関係者へ周知すること。 

⑽ 再委託先や事業費による支出先に、取引停止期間中の者を含めないこと。 


